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2020年６月４日

株 主 各 位
大阪市福島区福島六丁目２５番１９号

代表取締役社長 荒 牧 杉 夫
第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第28回定時株主総会につきましては、慎重に検討しました結果、
適切な感染防止策を実施させていただいた上で、下記の通り開催いたしますの
で、ご通知申し上げます。
　なお、書面またはインターネット等により事前に議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2020年６月25
日（木曜日）午後６時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し
上げます。

敬　具
記

１．日 時 2020年６月26日(金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区天満橋一丁目８番50号

大阪アメニティパーク（ＯＡＰ）
帝国ホテル大阪　５階　吉野の間
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照下さい)
　 本年は、感染拡大防止のため、座席の間隔を拡げること
から、ご用意できる席数が例年より減少いたします。
　 予めご了承のほど、よろしくお願い申し上げます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第28期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第28期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

４. 議決権の行使についてのご案内
今回よりインターネット等により議決権を行使することができますので、可
能な限り、書面またはインターネット等による事前の議決権行使をお願い申
し上げます。
（１）書面による議決権行使の場合

　　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
　2020年６月25日（木曜日）午後６時30分までに到着するようご返送
　ください。
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（２）インターネット等による議決権行使の場合
　　　　インターネット等により議決権を行使される場合には、後述の「イ
　　　ンターネット等による議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、2020年
　　　６月25日（木曜日）午後６時30分までに行使してください。

（３）書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合　
　　　　インターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取扱いい

たします。また、インターネット等により複数回数、またはパソコン・
スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われ
たものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以　上

（お願い）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下
さいますようお願い申し上げます。

　　　　　なお、事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
(アドレス https://www.eslead.co.jp/)に掲載させていただきます。

＜当社株主総会における新型コロナウイルス感染防止対策＞

・株主総会運営スタッフは、マスクを着用させていただきます。
・会場受付前にアルコール消毒液を設置します。

【ご出席を検討されている株主様へのお願い】
・株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日まで

の健康状態にご留意いただき、くれぐれもご無理をなされませぬようお願
いいたします。

・ご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠されている方、体調のすぐれない方
は、ご出席を見合わせることもご検討下さい。

【ご来場される株主様へのお願い】
・ご来場の株主様には、会場入場の際に、アルコール消毒液の使用とマスク

着用のご協力をお願いいいたします。
・ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、運営スタッフがお声掛

けをさせていただくことがございますので、あらかじめご了承下さい。
・本総会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため開催時間を短

縮する観点から、議場における報告事項（監査報告を含みます）および議
案の詳細な説明は省略させていただきます。株主様におかれましては、事
前に招集通知にお目通しいただけますようお願い申し上げます。

・株主総会にご出席の株主様への記念品はとりやめとさせていただいており
ます。何卒ご理解下さいますようお願い申し上げます。

　株主の皆様におかれましては、事情をご賢察のうえ、ご理解並びにご協力
を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
　今後の状況により株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、当社ウェ
ブサイト（https://www.eslead.co.jp/）にてお知らせいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネット等により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了

承いただきますようお願い申し上げます。

１．議決権行使ウェブサイトについて

　　　インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウ

　　　ェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

　　　　　議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

２．議決権行使の方法について

（１）パソコンをご利用の方

　　　上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された

　　　「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に

　　　従って議案に対する賛否をご入力下さい。

（２）スマートフォンをご利用の方

　　　同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェ

　　　ブサイトログインＱＲコード」を読み取りいただくことにより、「議決権

　　　行使コード」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行

　　　使ウェブサイトから議決権を行使できます。

　　　なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度Ｑ

　　　Ｒコードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及

　　　び「パスワード」を入力いただく必要があります。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者

　　　の料金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、

　　　議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。
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３．パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するため

　　　の重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱い下さい。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワード

　　　の再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続き下さい。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有

　　　効です。

４．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、

　　　下記にお問い合わせ下さい。

　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

　　　［電話］　0120（652）031　（受付時間　9:00～21:00）

（２）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

　ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

　　　証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わ

　　　せ下さい。

　イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　　［電話］　0120（782）031　（受付時間　9:00～17:00 土日休日を除く）

５．議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）

　機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ICJの運営する

　「議決権電子行使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行

　っていただくことも可能です。
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（提供書面）

事　業　報　告

（ 2019年４月１日から
2020年３月31日まで ）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、日本銀行や政府の政策による雇

用・所得環境の着実な改善を背景として緩やかな回復基調が続いてきまし

たが、下半期以降は消費税率引き上げによる個人消費の減少に加えて、新

型コロナウイルス感染症の感染拡大により我が国のみならず海外において

も経済活動が停滞していることから景気・経済の先行きはいっそう不透明

な状況で推移いたしました。

当社グループの属する不動産販売事業の中でもマンション分譲業界にお

きましては、住宅ローン金利が低水準で推移しており、一次取得者層の購

入意欲は比較的高い状況にあります。しかし、これまで用地代・建築コス

トの高止まりが長く続いたことからマンション販売価格は高止まりしてお

ります。これにより販売は二極化し顧客の物件の選別が厳しくなり、より

良好な立地条件等の希少性の高い物件が選ばれる傾向にあります。今後に

ついては新型コロナウイルス感染症拡大により、当社グループをとりまく

事業環境は不透明感を増しつつあります。

このような事業環境のもと、当社グループは、マンション分譲事業とマ

ンション周辺事業の２本の柱で成長戦略を掲げてまいりました。

主な取り組みとしましては、不動産販売事業の一つであるマンション分

譲事業は当社の主力事業であるため、これを１本目の柱としてこれまで以

上に収益を生み出せるよう、選ばれる良質なマンションづくりに努めてま

いりました。

また、２本目の柱としてマンション周辺事業を拡大させるため、既存の

事業の拡大のみならず新たな収益源の獲得や今後成長が見込まれる分野へ

の進出に努めてまいりました。

この２本の柱により、良質なマンションの供給がマンション周辺事業の

収益拡大に貢献し、マンション周辺事業による良質な維持管理サービスが
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選ばれるマンションづくりに貢献するという、新たな好循環を生み出すこ

とができております。

これらの結果、マンションの販売・引渡しは好調に推移するとともに、

その他の事業も拡大を推し進めたことから連結売上高は616億38百万円（前

期比7.8％増）となりました。

連結営業利益につきましては、当社グループの知名度向上のためＣＭ等

広告費用の増加や、事業拡大に伴う人員の増加があったものの79億48百万

円（前期比10.9％増）となり、連結経常利益は80億円（前期比10.5％増）

となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益は、50億70百万円（前期比13.3％増）

となりました。

　当社は、厳選した用地取得と商品企画を徹底し、お客様から選ばれるマ

ンションづくりに努めた結果、2020年３月期中に完成した新築分譲マンシ

ョンを全て完売し、2017年３月期から2020年３月期にかけて、４期連続で

「完成在庫０」（※）という確かな実績を積み上げることができました。

また、売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益いずれも７

期連続の増収増益を達成し、３期連続で過去最高の売上・利益を更新する

ことができました。

更に、当社グループは、経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標として経常利益を採用しており、当連結会計年度における経常利

益の目標額80億円に対し実績80億円と、目標を達成することができました。

※各連結会計年度末において竣工済未契約住戸ゼロ（日刊不動産経済通信

2020年３月16日号）

事業別の販売実績は次のとおりであります。

1）不動産販売事業

不動産販売事業の中でもマンション分譲事業におきましては、当社の強み

であります用地取得力やマーケティング力を活かし、お客様を第一に考える

厳選した用地取得と細部までこだわった商品企画を行うことにより、選ばれ

るマンションづくりに努めてまいりました。

その結果、外部顧客への売上高531億７百万円（前期比8.4％増）、セグメ

ント利益は81億42百万円（前期比11.3％増）となりました。
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2）その他

既存のマンション周辺事業である賃貸事業、マンション管理事業、賃貸関

連事業等に加えて、エスリード建物管理株式会社におけるＡＩ管理員の導入

などの生産性向上や、イー・エル建設株式会社における新築工事の自社施工

の開始、綜電株式会社における太陽光発電設備取得などの新たな収益基盤の

獲得、建物の清掃事業を行うＥクリーンアップ株式会社の設立など、様々な

事業拡大を図ってまいりました。

　その結果、外部顧客への売上高85億30百万円（前期比4.3％増）、セグメン

ト利益は15億14百万円（前期比7.4％増）となりました。

金　額（千円） 構成比（％）

不 動 産 販 売 事 業 53,107,272 86.2

そ の 他 8,530,766 13.8

合　　　　計 61,638,038 100.0

②　設備投資の状況

　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は、13億15百万円であ

ります。

　その主な内容は、電力供給事業における太陽光発電設備の取得（９億

85百万円）であります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度中の借入による資金調達の状況は、次のとおりでありま

す。

借入金

借 入 額 返 済 額

18,337,900千円 10,072,600千円
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　分
第25期

(2017年３月期)

第26期
(2018年３月期)

第27期
(2019年３月期)

第28期
(当連結会計年度)

(2020年３月期)

売 上 高(百万円) 39,300 48,340 57,195 61,638

経 常 利 益(百万円) 5,054 6,703 7,237 8,000

親会社株主に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

(百万円) 3,109 4,306 4,474 5,070

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益(円) 201.49 279.07 289.99 328.58

総 資 産(百万円) 59,535 63,304 67,664 80,494

純 資 産(百万円) 34,897 38,824 42,726 47,198

１株当たり純資産額(円) 2,261.57 2,516.13 2,769.02 3,058.84

(ご参考)
期末発行済株式数(千株)

15,465 15,465 15,465 15,465
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　当社の親会社は、森トラスト株式会社で、同社は、当社の株式8,210千株

（議決権比率53.37％）を保有しております。親会社との取引はございませ

ん。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

(千円) (％)
エ ス リ ー ド 建 物
管 理 株 式 会 社

10,000 100.0
マンションの管理事業

エスリード賃貸株式会社 10,000 100.0 マンションの賃貸管理事業

綜 電 株 式 会 社 90,000 100.0 電力供給事業

イー・エル建設株式会社 100,000 100.0 建設・リフォーム事業

エ ス リ ー ド 住 宅
流 通 株 式 会 社

10,000 100.0 不動産の仲介・買取再販事業

エスリードハウス株式会社 10,000 100.0 戸建分譲事業

エ ス リ ー ド ホ テ ル
マネジメント株式会社

10,000 100.0 宿泊施設の運営・管理事業

Ｅクリーンアップ株式会社 10,000
100.0
（※）

マンション・ビルの清掃事業

(注）議決権比率欄の※印は、間接保有を含んでおります。

(4) 対処すべき課題

当社グループは、売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益い

ずれも７期連続で増収増益を達成し、３期連続で過去最高の売上・利益を更

新いたしました。不動産販売事業における売上高は531億７百万円（前期比

8.4%増）となるなど、当社グループのマンション分譲事業は着実に伸長し、

大きな柱となっています。

当社グループのマンション分譲事業の主力地域であります関西では、2023

年のうめきた新駅開業を皮切りに、2025年の万博開催やIR誘致活動、その他

多数の複合施設の再開発をはじめ、2037年を目指すリニア中央新幹線の全線
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開通など、交通網を含め大阪市中心部だけでなく関西エリア全体での開発が

進み、今後の日本経済を牽引していく力がある都市です。

しかしながら、将来少子高齢化などからくる需要の減退や社会構造の変

化、顧客ニーズの多様化などから、当社グループを取り巻く経営環境は厳し

くなることが予見されます。このような経営環境の中、マンション分譲事業

のみで絶えず変化するニーズに応えていくことはこれまで以上に困難にな

っていくことが見込まれます。

そのため、当社グループの事業戦略としては、マンション分譲事業以外を

担う子会社９社をもう一つの大きな柱として、引き続き二つの柱の更なる拡

大・充実を目指してまいります。

具体的には、2020年４月１日に建物の清掃を行う会社を創業し、グループ

内でのトータルサービス提供に向けマンションをはじめとした清掃事業を

拡大してまいります。また、2019年から取り組んでおります学生寮事業は２

棟228室分の事業用地を確保しており、2021年３月期より順次竣工予定とし

ております。そのほか、既存事業であるマンションの管理事業、賃貸関連事

業、電力供給事業、建設・リフォーム事業、不動産の仲介・買取再販事業、

戸建分譲事業、宿泊施設の運営・管理事業、マンション・ビルの清掃事業等

を行う子会社各社にて事業見直し、人員増強などを実施し更なる業績向上を

図ってまいります。

(5) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

　当社グループは、当社及び子会社９社により構成されており、事業はマン

ションの開発分譲を中心として、マンションの管理事業、賃貸関連事業、電

力供給事業、建設・リフォーム事業、不動産の仲介・買取再販事業、戸建分

譲事業、宿泊施設の運営・管理事業、マンション・ビルの清掃事業等を行っ

ております。

(6) 主要な営業所（2020年３月31日現在）

①　当社

名　　　　　称 所　　　　在　　　　地

本社 大阪市福島区

福岡支店 福岡市中央区

名古屋支店 名古屋市中区
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②　子会社

名　　　　　称 所　　　　在　　　　地

エスリード建物管理株式会社 大阪市北区

エスリード賃貸株式会社 大阪市北区

綜電株式会社 大阪市北区

イー･エル建設株式会社 大阪市北区

エスリード住宅流通株式会社 大阪市北区

エスリードハウス株式会社 大阪市北区

エスリードホテルマネジメント株式会社 大阪市北区

Ｅクリーンアップ株式会社 大阪市北区

(7) 使用人の状況（2020年３月31日現在）

　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

314名（357名） 15名増（16名増）

　　（注）１．使用人数は就業員数であります。

　　　　　２．臨時従業員数は、（　）内に当連結会計年度末人員を外数で記載しております。

　　　　　３．臨時従業員には準社員、嘱託社員、派遣社員及びパートタイマーを含んでおりま

　　　　　　　す。

(8) 主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,883百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,469

株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,003

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 11 －



２．会社の現況

(1)　株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 61,862,400株

②　発行済株式の総数 15,465,600株

③　株主数 29,868名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

森 ト ラ ス ト 株 式 会 社 8,210千株 53.21％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

319千株 2.07％

荒 牧 杉 夫 309千株 2.01％

ゴールドマン・サックス・アンド・
カンパニー　レギュラーアカウント

215千株 1.40％

D F A 　 I N T L 　 S M A L L 　 C A P
V A L U E 　 P O R T F O L I O

209千株 1.36％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ５ ）

155千株 1.01％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ９ ）

138千株 0.89％

オ ー エ ム ０ ４ エ ス エ ス ビ ー
ク ラ イ ア ン ト オ ム ニ バ ス

113千株 0.73％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ４ ）

103千株 0.67％

 G O V E R N M E N T 　 O F 　 N O R W A Y 96千株 0.62％

    （注）持株比率は自己株式（35,548株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況（2020年３月31日現在）

　該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の

状況

　該当事項はありません。

(3) 会社役員の状況

①　取締役の状況（2020年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 荒 牧 杉 夫

専 務 取 締 役 井 上 祐 造
管理本部長兼経理部長(エスリード建物管理株

式会社監査役)

専 務 取 締 役 大 場 健 夫 営業本部長

常 務 取 締 役 戸 井 幸 治 事業本部長

常 務 取 締 役 中 澤 博 司
エスリード建物管理株式会社　代表取締
役社長

取 締 役 小 倉 大 輔 営業副本部長

取 締 役 大 城 元 樹 営業副本部長

取 締 役 西 田 睦 朗 事業副本部長

取 締 役 毎 熊 正 徳 事業部長兼名古屋支店長

取 締 役 半 田 智 之
森トラスト株式会社常務執行役員大阪支
店長

取締役(監査等委員) 米 津 　 均 米津税務会計事務所所長

取締役(監査等委員) 近 藤 正 和  株式会社トーアミ社外取締役（監査等委員）

取締役(監査等委員) 藤 澤 雅 浩

（注）１．取締役（監査等委員）米津均氏及び近藤正和氏は、社外取締役であります。

　　　２．取締役（監査等委員）米津均氏及び近藤正和氏は、以下のとおり、財務及び会計に関

　　　　　する相当程度の知見を有しております。

　　　　・米津均氏は、税理士の資格を有しております。
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　　　　・近藤正和氏は、金融機関での長年の業務経験があり、財務及び会計に関する相当程度

　　　　　の知見を有しております。

　　　３．監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた

　　　　　組織的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、

　　　　　常勤の監査等委員を選定しておりません。

　　　４．当社は、取締役（監査等委員）米津均氏及び近藤正和氏を東京証券取引所の定めに基

　　　　　づく独立役員として指定し､同取引所に届け出ております｡

　　　５．2019年６月25日付で、大場健夫氏は常務取締役から専務取締役に就任いたしました。

　　　６．2019年６月25日付で、戸井幸治氏は取締役から常務取締役に就任いたしました。

②　責任限定契約の内容の概要

　　　　当社と非業務執行取締役及び各監査等委員は、会社法第427条第１項の

　　　規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

　　　しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条

　　　第１項に定める最低責任限度額を限度としております。

③　取締役の報酬等

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

10名
（-）

293百万円
（-）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3
（2）

8
（6）

合 計 13 301

（注）取締役の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第24回定時株主総会において、取締役（監

査等委員を除く）について年額350百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、

取締役（監査等委員）について年額50百万円以内と決議いただいております。
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④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

　　・ 取締役（監査等委員）米津均氏は、米津税務会計事務所の所長で

　 あります。当社と米津税務会計事務所との間に特別な関係はあり

　 ません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

  ・ 取締役（監査等委員）近藤正和氏は、株式会社トーアミの社外取

　 締役（監査等委員）であります。

　　 当社と株式会社トーアミとの間には特別な関係はありません。

　　　ハ．当事業年度における主な活動状況

主な活動状況

取締役(監査等委員)
米 津 　 均

当事業年度に開催された取締役会14回全てに、また、監査
等委員会12回の全てに出席いたしました。
税理士としての専門的見地から、取締役会において、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を
行っております。また、監査等委員会において、委員長と
して監査結果についての意見交換等、専門的見地から適
宜、必要な発言を行っております。

取締役(監査等委員)
近 藤 正 和

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に、ま
た、監査等委員会12回の全てに出席いたしました。
金融機関の要職等を歴任された知識・経験を活かし、経営
から独立した客観的・中立的な立場から、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査等委員会において、監査結果についての
意見交換等、専門的見地から適宜、必要な発言を行ってお
ります。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　太陽有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

23百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監

査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会

計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

・「エスリードグループ行動規範」をはじめとするコンプライアンス体制

に関する規程を、法令・定款を遵守した行動をとるための規範とする。

・総務部はコンプライアンスに関する規程の社内への周知・徹底を継続的

に実施する。

・内部通報制度運用規程に則り、コンプライアンス上の疑義ある行為につ

いては総務部・内部監査室・外部法律事務所を窓口として情報を収集し、

取締役会及び監査等委員会へ報告のうえ適切に対処する。

・反社会的勢力による不当要求に対し、組織全体として毅然とした態度で

対応し、反社会的勢力とは取引関係その他一切の関係を持たない体制を

整備する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役は、法令並びに定款及び社内規程に則り業務を行い、取締役会の

議事録は文書管理規程に基づき適切に作成・保管する。

・取締役は、これらの文書を常時閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・経営目標と企業目的を踏まえ、リスク管理規程を制定する。

・リスク管理規程に則り、目標達成を脅かすリスクの特定・リスクの発生

可能性と経営に与えるインパクトの評価・リスク評価の結果に基づいて

リスクを軽減するために必要な施策を実施することによりリスク環境の

変化に迅速に対応する。

・リスク状況の監視及び対応は、リスク管理委員会が行う。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定を行う。その他必要

に応じて随時取締役会を開催する。

・取締役は、自己の所管する業務について、取締役会及び随時に他の取締

役に対して報告を実施する。

・日常の業務執行においては、組織規程、職務権限規程等に基づき権限の

委譲を実施し、効率的な業務遂行を実施する。

⑤　当社による子会社の管理体制、当社並びに親会社及び子会社からなる企

業集団における業務の適正を確保するための体制

　１．当社による子会社の管理体制

・内部統制システムの構築は当社グループ一体で実施し、当社グループの

業務の適正を確保する。

・子会社の取締役は、当社の取締役会に出席し、業務進捗状況・財務状況

その他の重要な情報について報告を行う。

・子会社損失の危険の管理についてはリスク管理規程に則り、当社グルー

プ一体でリスク管理を実施する。

・子会社の日常の業務執行においては、組織規程、職務権限規程等に基づ

き権限の委譲を実施し、効率的な業務遂行を実施する。

・子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するために、｢エスリードグループ行動規範｣をはじめとするコ

ンプライアンス体制に関する規程に基づき、当社グループ一体での体制

整備を実施する。

・内部監査室は、子会社の内部監査を定期的に実施しコンプライアンス上

の問題点の有無及び業務の適切性の検証を行う。

　　　２．当社並びに親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を

　　　確保するための体制

・親会社の取締役と当社の取締役は当社及び子会社の内部統制システムの

構築・運用状況について定期的に意見交換を行い、親会社及び子会社か

らなる企業集団における業務の適切性を確保する。
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⑥　監査等委員会の補助に関する体制

・監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人

を監査等委員会スタッフとして置くこととする。

・当該使用人の人事は監査等委員会の意見を尊重する。

・当該使用人は監査等委員会の指揮命令に従うものとし、取締役（監査等

委員である取締役を除く。）からの独立性を確保する。

⑦　監査等委員会に報告するための体制

・内部通報制度運用規程に則り、当社グループにおけるコンプライアンス

上の疑義ある行為については、当社の監査等委員会へ報告するものとす

る。

・当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、監査

等委員会に報告すべき事項を定めるとともに定められた報告事項以外に

ついても、必要な事項は随時報告する体制を整備する。

・内部通報制度運用規程に則り、報告をした者が監査等委員会へ報告をし

たことを理由として、いかなる不利益取扱も行わない。

⑧　監査等委員である取締役の監査費用等に関する体制

・監査等委員である取締役がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行

に関するものに限る。）について、当社に対し、会社法第399条の２第４

項に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、審議の上、当該請求に

係る費用等が適切でない場合を除き、速やかに当該費用等を処理する。

⑨　監査等委員会の監査が効率的に行われるための体制

・必要に応じて当社グループの代表取締役・会計監査人・内部監査室は監

査等委員会との意見交換を実施する。

・監査等委員である取締役は、当社グループの重要な会議に必要に応じて

出席し、意思決定の過程及び業務執行状況について把握する。

・当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、監査等

委員会監査の実効性の確保に関する監査等委員会からの要望事項には、

速やかに対応する。
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⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制

・財務報告の信頼性の確保及び、2006年６月に公布された金融商品取引法

第24条の４の４に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、

代表取締役社長の指示のもと、内部統制システムの構築を行い、その仕

組みが適正に機能することを継続的に評価し必要な是正を行うとともに、

金融商品取引法及びその他関係法令等との適合性を確保する。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当連結会計年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概

要は以下のとおりであります。

①　コンプライアンスに対する意識向上のため、社内研修の実施等により、

行動規範・内部通報制度運用規程等の周知徹底を図りました。

②　リスク管理委員会を９回開催し、当社グループのリスクを包括的に管理

するとともに、当社グループ全体で共有しました。

③　取締役会を14回開催し、経営方針及び経営戦略に係る重要事項の決定並

びに各取締役の業務執行状況の監督を行いました。

④　当社の取締役がグループ各社の役員に就任し、グループ各社の取締役の

職務の執行が効率的に行われていることを監督しました。また、グルー

プ会社の取締役は定時取締役会に出席し、業務の進捗等の報告を行いま

した。

⑤　監査等委員会を12回開催し、監査等委員会において定めた監査計画に基

づき監査を実施するとともに、各監査等委員は、取締役会への出席及び

会計監査人・取締役等との間で情報交換を行うことで、取締役の職務執

行及び内部統制の整備・運用状況の監査を実施しました。

⑥　内部監査室は、内部監査等計画に基づき、当社及びグループ各社の内部

監査及び財務報告内部統制の評価を実施しました。
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(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置

付けたうえで、財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実

を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としております。

上記方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり

20円とさせていただきました。これに中間配当金20円を含めた年間配当金は、

１株当たり40円となります。

(8) 会社の支配に関する基本方針

特記すべき事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

そ の 他

固 定 資 産

有 形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

74,486,778

19,664,422

984,371

12,320,162

40,119,633

1,398,188

6,007,402

4,915,623

1,293,657

988,792

2,271,294

316,286

45,592

51,853

1,039,925

216,670

163,866

560,328

99,060

流 動 負 債 17,868,390

支払手形及び買掛金 5,788,968

１年内返済予定の長期借入金 7,780,250

リ ー ス 債 務 77,176

未 払 法 人 税 等 2,033,140

前 受 金 764,407

賞 与 引 当 金 209,763

そ の 他 1,214,684

固 定 負 債 15,427,758

長 期 借 入 金 14,567,850

リ ー ス 債 務 266,493

退職給付に係る負債 125,064

役員退職慰労引当金 222,500

資 産 除 去 債 務 23,320

そ の 他 222,530

負 債 合 計 33,296,148

純 資 産 の 部

株 主 資 本 47,165,045

資 本 金 1,983,000

資 本 剰 余 金 2,871,307

利 益 剰 余 金 42,374,619

自 己 株 式 △63,881

その他の包括利益累計額 32,986

その他有価証券評価差額金 32,986

純 資 産 合 計 47,198,032

資 産 合 計 80,494,181 負債・純資産合計 80,494,181

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（ 2019年４月１日から
2020年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 61,638,038

売 上 原 価 46,312,441

売 上 総 利 益 15,325,597

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,376,602

営 業 利 益 7,948,995

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,334

解 約 違 約 金 収 入 26,770

保 証 金 敷 引 収 入 81,776

そ の 他 49,913 165,794

営 業 外 費 用

支 払 利 息 111,525

そ の 他 3,230 114,756

経 常 利 益 8,000,033

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9,919 9,919

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,990,114

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,189,287

法 人 税 等 調 整 額 △269,273 2,920,014

当 期 純 利 益 5,070,100

親会社株主に帰属する当期純利益 5,070,100

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 23 －



連結株主資本等変動計算書

（ 2019年４月１日から
2020年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,983,000 2,871,307 37,883,152 △63,527 42,673,933

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △578,634 △578,634

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

5,070,100 5,070,100

自 己 株 式 の 取 得 △353 △353

株主資本以外の項目の連結
会計年度変動額 (純額 )

連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － － 4,491,466 △353 4,491,112

当連結会計 年度 末残 高 1,983,000 2,871,307 42,374,619 △63,881 47,165,045

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 52,667 52,667 42,726,600

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △578,634

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

5,070,100

自 己 株 式 の 取 得 △353

株主資本以外の項目の連結
会計年度変動額 (純額 )

△19,680 △19,680 △19,680

連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △19,680 △19,680 4,471,431

当連結会計年度末残高 32,986 32,986 47,198,032

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　９社

・主要な連結子会社の名称　　　　　エスリード建物管理株式会社

エスリード賃貸株式会社

綜電株式会社

イー・エル建設株式会社

エスリード住宅流通株式会社

エスリードハウス株式会社

エスリードホテルマネジメント株式会社

Ｅクリーンアップ株式会社

　Ｅクリーンアップ株式会社については、当連結会計年度において新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。

　なお、非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　・その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

　時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・販売用不動産　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

・仕掛販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法に

よっております。

ロ．無形固定資産

　　（リース資産を除く）

・ソフトウエア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

ハ. リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員への賞与支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務に基づき計上しております。

なお、退職給付に係る負債の計算には退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

－ 26 －



ロ．消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております｡ 

ただし、控除対象外消費税のうち、固定資産等に係

るものは投資その他の資産のその他に計上し（５年

均等償却）、たな卸資産等に係るものは発生年度の

費用として処理しております。

２．表示方法の変更に関する注記

　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「機械装置

及び運搬具」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しておりま

す。

　なお、前連結会計年度の「機械装置及び運搬具」は38,574千円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

販売用不動産 749,124千円

仕掛販売用不動産 22,602,238千円

建物及び構築物 553,591千円

土地 1,258,748千円

有形固定資産のその他 796千円

　計 25,164,500千円

(2) 担保資産に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 7,530,150千円

長期借入金 14,567,850千円

　計 22,098,000千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 1,898,794千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,465千株 －千株 －千株 15,465千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 35千株 0千株 －千株 35千株

（注）　自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2019年５月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 270,029千円

・１株当たり配当額 17.5円

・基準日 2019年３月31日

・効力発生日 2019年６月26日

ロ．2019年10月25日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 308,604千円

・１株当たり配当額 20.0円

・基準日 2019年９月30日

・効力発生日 2019年12月２日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

2020年５月22日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 308,601千円

・１株当たり配当額 20.0円

・基準日 2020年３月31日

・効力発生日 2020年６月29日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については主に短期的な預金等によっております。また、資

金調達については主として不動産販売事業におけるたな卸資産の取得を目的とし、金融機

関からの借入によっております。なお、デリバティブは、金利変動リスク軽減のための取

引に限定し、借入債務を伴わない取引は一切行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。管理本部が定期的に

モニタリングするとともに、取引先別に残高及び期日を管理することで、リスク低減を図

っております。

　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であります。これらは市場価格の

変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価を把握し、市況や

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は主として３ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金及び社債については主として不動産販売事業におけるたな卸資産の取得を目的と

した金融機関からの調達であり、資金調達に係る流動性リスク及び金利変動リスクに晒さ

れております。流動性リスクに関しては、経理部財務課において適時資金計画表を作成し、

随時経理部長に提出・報告されております。金利変動リスクに関しては、必要に応じてデ

リバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。デリバティブ取引

（金利スワップ取引）は市場金利の変動によるリスクを有しておりますが、取引の契約先

がいずれも大手金融機関であるため、契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識

しております。なお、デリバティブ取引の執行・管理については取引権限及び取引限度額

を定めた社内規程に従い、資金担当部門が部門責任者の承認を得ており、多額の契約は取

締役会の承認を得て決定することになっております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは次表には含まれておりません。（（注２）参照）
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（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 19,664,422 19,664,422 －

（2）売掛金 984,371 984,371 －

（3）投資有価証券

その他有価証券 213,590 213,590 －

　資産計 20,862,384 20,862,384 －

（1）支払手形及び買掛金 5,788,968 5,788,968 －

（2）長期借入金（１年内返済予定
を含む）

22,348,100 22,347,863 △236

　負債計 28,137,068 28,136,831 △236

（注１）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　　資産

（1）現金及び預金、並びに（2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　負債

（1）支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（2）長期借入金（１年内返済予定を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

なお、利子率については、約定金利に金利水準の変動のみを反映した利子率を用いてお

ります。

（注２）　非上場株式（連結貸借対照表計上額3,080千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

　　　　　ッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

　　　　　られるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記

　　当社グループは、大阪府その他の地域において、主として賃貸用マンション（土地を含む。）

を所有しております。2020年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は52,786千

円（主要な賃貸収益は売上高に、主要な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び当連結会計年

度末の時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,939,574 △489,056 1,450,518 1,707,148

（注１）　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。

（注２）　当連結会計年度増減額（△489,056千円）のうち、増加額は賃貸用不動産の取得（15,761

千円）であり、減少額は賃貸用不動産から販売用不動産への用途変更による振替（△

484,078千円）、減価償却（△20,738千円）によるものであります。

（注３）　当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,058円84銭

(2) １株当たり当期純利益 328円58銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（2020年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

販売用不動産前渡金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

そ の 他

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

67,717,295

14,114,405

253,445

6,174,128

40,561,491

691,428

255,818

5,548,040

118,537

4,984,538

3,600,037

1,031,524

260,968

59

32,952

2,271,294

3,238

20,550

10,866

9,683

1,363,950

216,670

250,000

251,000

28,795

155,095

396,476

65,912

流 動 負 債 15,880,754
支 払 手 形 5,124,567
買 掛 金 250
１年内返済予定の長期借入金 7,530,150
リ ー ス 債 務 2,051
未 払 金 307,554
未 払 法 人 税 等 1,577,633
前 受 金 654,514
賞 与 引 当 金 168,905
そ の 他 515,128

固 定 負 債 15,084,284
長 期 借 入 金 14,567,850
リ ー ス 債 務 1,976
退職給付引当金 112,110
役員退職慰労引当金 222,500
そ の 他 179,847
負 債 合 計 30,965,039
純 資 産 の 部

株 主 資 本 41,703,807
資 本 金 1,983,000
資 本 剰 余 金 2,871,307
資 本 準 備 金 2,870,350
その他資本剰余金 957

利 益 剰 余 金 36,913,380
利 益 準 備 金 31,593
その他利益剰余金 36,881,787

別 途 積 立 金 28,500,000
繰越利益剰余金 8,381,787

自 己 株 式 △63,881
評価・換算差額等 32,986
その他有価証券評価差額金 32,986

純 資 産 合 計 41,736,794
資 産 合 計 72,701,833 負債・純資産合計 72,701,833

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（ 2019年４月１日から
2020年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高

不 動 産 売 上 高 53,000,320

そ の 他 事 業 収 入 957,447 53,957,767

売 上 原 価

不 動 産 売 上 原 価 39,960,161

そ の 他 事 業 原 価 717,646 40,677,808

売 上 総 利 益 13,279,958

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,601,836

営 業 利 益 6,678,121

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 266,743

解 約 違 約 金 収 入 26,270

保 証 金 敷 引 収 入 7,312

受 取 事 務 手 数 料 26,280

受 取 賃 貸 料 31,992

そ の 他 14,752 373,351

営 業 外 費 用

支 払 利 息 102,157

そ の 他 2,736 104,894

経 常 利 益 6,946,579

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 9,919 9,919

税 引 前 当 期 純 利 益 6,936,659

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,645,723

法 人 税 等 調 整 額 △155,087 2,490,636

当 期 純 利 益 4,446,023

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2019年４月１日から
2020年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,983,000 2,870,350 957 2,871,307 31,593 25,700,000 7,314,398 33,045,991

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 2,800,000 △2,800,000 －

剰 余 金 の 配 当 △578,634 △578,634

当 期 純 利 益 4,446,023 4,446,023

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額

（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 2,800,000 1,067,389 3,867,389

当 期 末 残 高 1,983,000 2,870,350 957 2,871,307 31,593 28,500,000 8,381,787 36,913,380

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △63,527 37,836,772 52,667 52,667 37,889,439

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 － －

剰 余 金 の 配 当 △578,634 △578,634

当 期 純 利 益 4,446,023 4,446,023

自己株式の取得 △353 △353 △353

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額

（純額）
△19,680 △19,680 △19,680

事業年度中の変動額合計 △353 3,867,035 △19,680 △19,680 3,847,354

当 期 末 残 高 △63,881 41,703,807 32,986 32,986 41,736,794

（注）記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　イ.関係会社株式　　　　　　　　　 移動平均法による原価法

ロ.その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

イ.販売用不動産　　　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

ロ.仕掛販売用不動産　　　　　　　 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法によっております。

②　無形固定資産

　　（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

③　リース資産

　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員への賞与支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。
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③　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務に基づき計上しております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

　消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております｡ 

ただし、控除対象外消費税のうち、固定資産等に係

るものは投資その他の資産の長期前払費用に計上し

（５年均等償却）、たな卸資産等に係るものは発生

年度の費用として処理しております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

販売用不動産 749,124千円

仕掛販売用不動産 22,602,238千円

建物 541,791千円

構築物 11,800千円

工具、器具及び備品 796千円

土地 1,258,748千円

計 25,164,500千円

(2) 担保資産に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 7,530,150千円

長期借入金 14,567,850千円

　計 22,098,000千円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 1,322,018千円

(4) 保証債務

以下の連結子会社について、リース会社からのリース契約に対し債務保証を行っておりま

す。

綜電株式会社 734千円

　計 734千円
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(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 5,549,562千円

②　長期金銭債権 251,305千円

③　短期金銭債務 27,094千円

(6) 取締役に対する金銭債権及び金銭債務

　　該当事項はありません。

３．損益計算書に関する注記

 関係会社との取引高

①　営業取引高 659,879千円

②　営業取引以外の取引高 318,260千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 35千株 0千株 －千株 35千株

（注）　自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 70,189千円

賞与引当金 51,684千円

退職給付引当金 34,305千円

役員退職慰労引当金 68,085千円

会員権評価損 25,935千円

投資有価証券評価損 17,454千円

減損損失 64,045千円

その他 79,321千円

繰延税金資産合計 411,021千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △14,544千円

繰延税金負債合計 △14,544千円

繰延税金資産の純額 396,476千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

　該当事項はありません。

(2) 役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等

エストーネ
株式会社
(注)1

－ 不動産売買
固定資産
の売却
(注)2

59,538
(注)3

－ －

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）１．当社代表取締役社長荒牧杉夫の近親者が議決権の100％を保有しております。

　　　　２．売却価額については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考に決定しております。

　　　　３．取引金額には消費税等を含めておりません。

(3) 子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)
割合(％)

関連当事者との関係 取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

エスリード
住宅流通㈱

所有
直接
100%

同社に資金を融資
役員の兼任

資金の貸付
(注)

4,904,540
関係会社
短期貸付金

4,904,540

エスリード
ハウス㈱

所有
直接
100%

同社に資金を融資
役員の兼任

資金の貸付
(注)

2,059,500

関係会社
短期貸付金

643,500

関係会社
長期貸付金

251,000

貸付金の回収 1,165,000 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）貸付金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(4) 兄弟会社等

　該当事項はありません。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,704円90銭

(2) １株当たり当期純利益 288円14銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．連結配当規制適用会社に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2020年５月21日

エスリード株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 森 内 茂 之 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 土 居 一 彦 

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、エスリード株式会社

の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、エスリード株式会社及び連結子会社

からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな

い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算

書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると

合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2020年５月21日

エスリード株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 森 内 茂 之 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 土 居 一 彦 

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、エスリード株

式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの第28期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を

行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、

不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ

り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える

と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である

かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記

事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎

となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると

合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2019年4月1日から2020年3月31日までの第28期事業年度における取締役

の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし

ます。

１．監査の方法及びその内容
　 　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する

　 取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

　 ム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

　 を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実

　 施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会規程等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

　担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使

　用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、

　重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社に

　ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に

　応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

　検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

　に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる

　ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査

　に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

　いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

　 （貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明

　 細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

　 算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
　（1）　事業報告等の監査結果

　　 ①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

　　　 ているものと認めます。

　　 ②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

　　　 事実は認められません。

　　 ③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また､

　　　 当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

　　　 ても、指摘すべき事項は認められません。

　（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　　 会計監査人「太陽有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認め

　　　 ます。

　（3）　連結計算書類の監査結果

　　　　 会計監査人「太陽有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認め

　　　 ます。

2020年５月22日

エスリード株式会社　監査等委員会

監査等委員　　米 津　　均 ㊞

監査等委員　　近 藤 正 和 ㊞

監査等委員　　藤 澤 雅 浩 ㊞

　（注）監査等委員米津均及び近藤正和は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定

　　　　する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
　　第１号議案　定款一部変更の件
　　　１．提案の理由
　　　　　当社事業現状に即し、事業内容の明確化を図るとともに、事業内容の
　　　　　多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）に事業目的の追加を
　　　　　行うものであります。

　　　２．変更の内容
　　　　　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案

第１章　総則
（目的）
第２条　当社は、次の事業を営むこと

を目的とする。

　　　（１）～（17）（条文省略）

（新　　設）

（新　　設）

　　　（18）　（条文省略）

第１章　総則
（目的）
第２条　　（現行どおり）

　　（１）～（17）（現行どおり）

　（18）国家戦略特別区域外国人滞在
　　　　施設経営事業
　（19）住宅宿泊事業法に基づく住宅
　　　　宿泊事業、住宅宿泊管理業及
　　　　び住宅宿泊仲介業

　（20）　　（現行どおり）
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　第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）10名選任の件
　　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）
　全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　　つきましては、取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補
　者について適任であると判断しております。
　　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１
あら

荒
まき

牧
すぎ

杉
お

夫
(1956年８月29日生)

1979年４月　大京観光株式会社（現・株式会

　　　　　　社大京）入社

1992年５月　当社設立　代表取締役社長(現任)

309,406株

（取締役候補者とした理由）

　当社の創業者であり長年にわたり代表取締役として、当社の経営を統括しております。豊富な

経験と実績に基づく強いリーダーシップと決断力により、会社の発展に貢献して参りました。

今後の持続的な企業価値向上、ガバナンスの強化のために、引き続き取締役としての選任をお

願いするものであります。

２
いの

井
うえ

上
ゆう

祐
ぞう

造
(1958年12月９日生)

1996年６月　当社入社

2000年４月　当社経理部長

2005年６月　当社取締役経理部長

2007年２月　エスリード管理株式会社(現エス

リード賃貸株式会社)監査役(現任)

2009年４月　当社取締役管理本部長兼経理部長

2012年６月　当社常務取締役管理本部長兼経理

　　　　　　部長

2017年６月　当社専務取締役管理本部長兼経理

　　　　　　部長（現任）

2018年11月　エスリード建物管理株式会社監査

　　　　　　役（現任）

（重要な兼職の状況）

エスリード建物管理株式会社監査役

11,316株

（取締役候補者とした理由）

　専務取締役管理本部長として主に当社の管理部門を統括しており、当社の事業に対する高い見

識と実績を備えております。今後の持続的な企業価値向上、ガバナンスの強化のために、引き

続き取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

３

おお

大
ば

場
たけ

健
お

夫
(1973年７月21日生)

1997年３月　当社入社

2008年４月　当社営業第四部長

2012年６月　当社取締役営業第四部長

2017年４月　当社取締役営業本部長

2017年６月　当社常務取締役営業本部長

2019年６月　当社専務取締役営業本部長（現任）

10,600株

（取締役候補者とした理由）

　専務取締役営業本部長として、主に不動産販売事業における営業部門を統括しており、当社の

事業に対する高い見識と実績を備えております。今後の持続的な企業価値向上、ガバナンスの

強化のために、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

４

と

戸
い

井
こう

幸
じ

治
(1973年３月30日生)

1997年３月　当社入社

2015年４月　当社事業第一部長

2016年４月　当社事業本部長

2016年６月　当社取締役事業本部長

2019年６月　当社常務取締役事業本部長（現任）

8,400株

（取締役候補者とした理由）

　常務取締役事業本部長として、主に不動産販売事業における不動産の仕入・開発部門を統括し

ており、当社の事業に対する高い見識と実績を備えております。今後の持続的な企業価値向

上、ガバナンスの強化のために、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

５

なか

中
ざわ

澤
ひろ

博
し

司
(1967年12月26日生)

1990年４月　大倉建設株式会社入社（現 株式

　　　　　　会社大倉）

1996年７月　当社入社

2006年５月　綜電株式会社取締役

2014年６月　同社代表取締役社長

2018年４月　エスリード管理株式会社（現エス

　　　　　　リード賃貸株式会社）代表取締役社長

2019年６月　当社常務取締役（現任）

　　　　　　エスリード建物管理株式会社代表

　　　　　　取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

エスリード建物管理株式会社代表取締役社長

500株

（取締役候補者とした理由）

　当社の主要な子会社での代表取締役として、手腕を発揮して参りました。今後の持続的な企業

価値向上、ガバナンスの強化のために、引き続き取締役としての選任をお願いするものであり

ます。
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

６
お

小
ぐら

倉
だい

大
すけ

輔
(1974年４月28日生)

1997年３月　当社入社

2016年４月　当社営業第四部長

2019年６月　当社取締役営業副本部長（現任）

7,830株

（取締役候補者とした理由）

　取締役営業副本部長として、主に不動産販売事業における営業部門を統括しており、当社の売

上・利益に貢献して参りました。今後の持続的な企業価値向上、ガバナンスの強化のために、

引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

７
おお

大
しろ

城
もと

元
き

樹
(1981年10月７日生)

2005年４月　当社入社

2016年４月　当社営業第五部長

2019年６月　当社取締役営業副本部長（現任）

2,900株

（取締役候補者とした理由）

　取締役営業副本部長として、主に不動産販売事業における営業部門を統括しており、当社の売

上・利益に貢献して参りました。今後の持続的な企業価値向上、ガバナンスの強化のために、

引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

８

にし

西
だ

田
むつ

睦
お

朗
(1964年１月29日生)

1987年４月　積水ハウス株式会社入社

2013年５月　当社入社

2016年４月　当社事業部長

2019年６月　当社取締役事業副本部長（現任）

1,100株

（取締役候補者とした理由）

　取締役事業副本部長として、不動産の仕入・開発において当社の発展に多大な貢献をして参り

ました。今後の持続的な企業価値向上、ガバナンスの強化のために、引き続き取締役としての

選任をお願いするものであります。

９
まい

毎
くま

熊
まさ

正
のり

徳
(1966年２月12日生)

1989年４月　大和ハウス工業株式会社入社

1996年１月　株式会社日本リース入社

1999年２月　アイ・ディシステム株式会社入社

2000年２月　株式会社大京入社

2002年２月　セントラル総合開発株式会社入社

2012年５月　当社入社

2013年５月　和田興産株式会社入社

2015年11月　当社入社

2016年４月　当社事業部長

2018年10月　当社事業部長兼名古屋支店長

2019年６月　当社取締役事業部長兼名古屋支店

　　　　　　長（現任）

1,100株

（取締役候補者とした理由）

　取締役事業部長兼名古屋支店長として、不動産の仕入・開発のみならず、新天地である名古屋

での事業基盤構築に尽力して参りました。今後の持続的な企業価値向上、ガバナンスの強化の

ために、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、当社における地位、担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

１０
はん

半
だ

田
とも

智
ゆき

之
(1965年10月20日生)

1988年４月　森ビル株式会社入社

2010年５月　森トラスト株式会社ビル営業部営

　　　　　　業第１部部長

2012年４月　同社大阪支店長

2012年６月　当社取締役（現任）

2013年７月　森トラスト株式会社執行役員大阪

　　　　　　支店長

2019年７月　森トラスト株式会社常務執行役員

　　　　　　大阪支店長（現任）

（重要な兼職の状況）

森トラスト株式会社常務執行役員大阪支店長

　　－株

（取締役候補者とした理由）

　不動産業に長年携わった経験と幅広い見識を有しており、当社の経営全般に助言を頂けるもの

と判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．当社は半田智之氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

　　　　　項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の

　　　　　限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、同氏の

　　　　　再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

　　　３．半田智之氏は、前記「略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）」に記載

　　　　　のとおり、現に当社の親会社である森トラスト株式会社の業務執行者であり、かつ、

　　　　　過去５年間においても業務執行者でありました。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満
　了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願い
　したいと存じます。
　　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１
よね

米
つ

津
 

　
ひとし

均
(1957年８月13日生)

1994年７月　中央労務事務所入所事務長

2003年４月　中央労務事務所退所

2004年10月　有限会社ワイズコンサルタンツ取

　　　　　　締役就任（現任）

2008年９月　税理士登録

　　　　　　米津税務会計事務所開設所長（現

　　　　　　任）

2016年６月　当社社外取締役（監査等委員）

　　　　　　（現任）

（重要な兼職の状況）

米津税務会計事務所所長

700株

（監査等委員である取締役候補者とした理由）

税理士として財務及び会計に関する豊富な経験と幅広い見識を有しており、中立的な立場から

客観的な意見を述べ、監査等委員としての職責を適切に遂行できるものと判断し、引き続き監

査等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであります。

２
こん

近
どう

藤
まさ

正
かず

和
(1950年６月２日生)

1975年４月　株式会社大和銀行（現・株式会社

　　　　　　りそな銀行）入行

1996年４月　同行審査部主査

1997年４月　同行審査部次長

2003年３月　同行大阪融資第三部主任審査役

2003年10月　同行融資管理部主任審査役

2004年３月　同行退行

2010年６月　当社社外監査役

2015年６月　株式会社トーアミ社外監査役

2016年６月　当社社外取締役（監査等委員）

　　　　　　（現任）

2017年６月　株式会社トーアミ社外取締役（監

　　　　　　査等委員）（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社トーアミ社外取締役（監査等委員）

 －株

（監査等委員である取締役候補者とした理由）

社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、株式会社りそな

銀行の要職を歴任され、知識・経験と幅広い見識を有しており、中立的な立場から客観的な意

見を述べ、監査等委員としての職責を適切に遂行できるものと判断し、引き続き監査等委員で

ある社外取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

株 式 の 数

３
ふじ

藤
さわ

澤
まさ

雅
ひろ

浩
(1952年２月15日生)

1974年４月　大阪府警察官 拝命

2008年９月　大阪府豊能警察署長

2009年９月　大阪府警察第二方面機動警ら隊長

2011年３月　大阪府東住吉警察署長

2012年３月　大阪府警察　退職

2012年４月　当社入社　総務部部長

2016年９月　当社退社

2016年10月　当社取締役（監査等委員）

　　　　　　　(現任）

 －株

（監査等委員である取締役候補者とした理由）

長年にわたる豊富な経験と実績を生かし、中立的な立場から客観的な意見を述べ、監査等委員

としての職責を適切に遂行できるものと判断し、引き続き監査等委員である取締役としての選

任をお願いするものであります。

　　 （注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．米津均氏、近藤正和氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社と各候補者は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく賠償限度額は、会社法第425条第１項に定める最低

責任限度額としております。また、三氏の選任が承認された場合には、同様の内

容の契約を継続する予定であります。

４．米津均氏及び近藤正和氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役であり

　　ますが、両氏の在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。なお、

　　近藤正和氏は、過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）であったことが

　　あります。

　　藤澤雅浩氏は、現在、当社の監査等委員である取締役でありますが、その在任

　　期間は、本総会終結の時をもって３年９か月となります。なお、同氏は、過去

　　に当社の業務執行者であったことがあります。

５．当社は、米津均氏及び近藤正和氏を東京証券取引所に独立役員として届け出て

　　おり、両氏が選任された場合は、改めて両氏を独立役員として届け出る予定で

　　あります。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備

　え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものでありま

　す。

　　なお、本議案に関しましては監査等委員会の同意を得ております。

　　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

いし

石
かわ

川
むね

宗
たか

隆
(1972年８月９日生)

1999年10月　太田昭和監査法人（現　ＥＹ新

　　　　　　日本有限責任監査法人）入所

2004年３月　公認会計士登録

2006年９月　太田昭和監査法人（現　ＥＹ新

　　　　　　日本有限責任監査法人）退所

2007年２月　監査法人トーマツ（現　有限責

　　　　　　任監査法人トーマツ）入所

2011年９月　監査法人トーマツ（現　有限責

　　　　　　任監査法人トーマツ）退所

2011年10月　税理士法人Ｓ．Ｔ．Ｍ総研入所

　　　　　　（現任）

2011年12月　税理士登録

2012年３月　株式会社五島鉱山監査役(現任)

2013年８月　長崎三笠化学工業株式会社監査

　　　　　　役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社五島鉱山監査役

長崎三笠化学工業株式会社監査役

 －株

（補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由）

社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、公認会計

士として培われた高度な専門的知識と幅広い見識を有しており、中立的な立場から客観

的な意見を述べ、監査等委員としての職責を適切に遂行できるものと判断し、補欠の監

査等委員である社外取締役としての選任をお願いするものであります。

 （注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．石川宗隆氏は、補欠の社外取締役候補者であります。

３. 石川宗隆氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合には、会社法第427条

　  第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425

条第１項に定める最低責任限度額といたします。

以　上
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株主総会会場ご案内図
会場　大阪市北区天満橋一丁目８番50号　大阪アメニティパーク(ＯＡＰ)

帝国ホテル大阪　５階　吉野の間
電話　06（6881）1111（代表）

交通のご案内

徒 歩：ＪＲ環状線「桜ノ宮駅」西出口より約５分
ＪＲ東西線「大阪天満宮駅」より約10分
地下鉄谷町線・堺筋線「南森町駅」より約12分

車 ：梅田より約15分　新大阪より約20分
阪神高速守口線　扇町出口・南森町出口より約５分

シャトルバス：JR大阪駅西側高架下(桜橋口)よりシャトルバス(無料)を運行(約15分)

お　 願　 い

当日は駐車場が混雑する可能性がありますので、お車でのご来場は極力ご遠慮願い
ます。

株主総会にご出席の株主様への記念品はとりやめとさせていただいて 
おります。何卒ご理解下さいますようお願い申し上げます。


